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１．はじめに 

Alice事件後の判例である Enfish事件は、コンピュータ関連技術に対する改良が、ソフトウェ

アであろうとハードウェアであろうとに関係なく、それ自体で且つ独りでに、抽象的概念に係る

ものではないという考えを支持しています。これに対し、TLI事件は、一般的なコンピュータ技

術を使用して手順を実行しているだけであり、それゆえ、クレーム発明に特許性を付与するもの

ではないことを再確認しています。その後、McRO事件と BASCOM事件とにおいて、CAFC がソ

フトウェア関連発明に関し判決を下しました。これらの判決を受けて、USPTOは、2016年 11

月 7日付で審査官向けの通達（"memorandum"）を公表しました。 

 

このような状況下で、最近の判例に鑑み、コンピュータ関連発明／ソフトウェア関連発明をス

ムーズに権利化するためのクレーム作成上の戦略について、以下に説明します。 
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